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〔論 文〕 
民間活力を活かしたハローワーク改革のあり方 





















































翻って1997年 6 月, 国際労働機関 (ILO) にお
いて加盟国による総会が行われ, ｢民間職業仲
介所条約｣ (以下, ILO第181号条約) が採択され
た (日本は翌98年 7 月に批准)1)｡ この国際条約
は, 公共の雇用サービス (日本では公共職業安
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時に行った｡ ヒアリング調査期間は, 2009年 8 月
～11月である｡ 表 1 では, ヒアリング調査対象者
のリストについて取りまとめている｡ 
 
表 1 ヒアリング調査の対象 
地域・対象番号 調査対象者の所属 調査実施期間 
Ａ地域 A-1 地方労働局・ハローワーク 2009年 8 月 
 A-2 地方自治体 2009年 8 月 
 A-3 有料職業紹介事業者 2009年 8 月 
Ｂ地域 B-1 地方労働局・ハローワーク 2009年11月 
 B-2 地方自治体 2009年 8 月 
 B-3 有料職業紹介事業者 2009年11月 
Ｃ地域 C-1 地方労働局・ハローワーク 2009年 9 月 
 C-2 地方自治体 2009年 9 月 
 C-3 有料職業紹介事業者 2009年 9 月 
Ｄ地域 D-1 地方労働局・ハローワーク 2009年 8 月 
 D-2 地方自治体 2009年 8 月 
 D-3 有料職業紹介事業者 2009年 8 月 
Ｅ地域 E-1 地方労働局・ハローワーク 2009年 9 月 
 E-2 地方自治体 2009年 9 月 
 E-3 有料職業紹介事業者 2009年 9 月 
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1 . 人材紹介ビジネスの現在 
(1) これまでの人材紹介ビジネス 
① ｢日陰のビジネス｣ としての市場形成 
1964年, 職業安定法が定める取扱職業に ｢経























い分野を担う, いわば ｢日陰のビジネス｣ であ
った3)｡ 
さらに, 当時の職業安定法が紹介料の上限を
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卒として企業に大量採用された従業者集団であ
る｡ 彼らは, その後も終身雇用, 年功序列賃金
制度の下で安定的に雇用されてきていたが, そ

















に述べた通り, 同年, ILO 総会が第181号条約を
採択し, これによって ｢民間職業仲介所｣ に関
連する諸制度が変化しはじめたからである｡ 
1997年 4 月, 職業安定法施行規則の一部を改
正する労働省令 (当時) に基づき, 許可要件の
明確化, 許可手続きの簡素化, 手数料設定の自
由化が実現した｡ この政策は, 同年 6 月の ILO





の結果として, 以降, 人材紹介ビジネス (｢経営
管理者｣ ｢科学技術者｣ の斡旋を取り扱う有料
職業紹介許可事業者) の事業社数は, 飛躍的に














































































図 2 は, 有料職業紹介 (全職種) 許可事業者
数の推移と展開を都道府県別に示したグラフで
ある (平成11 (1999) 年度末, 16 (2004) 年度末, 
20 (2008) 年度末実数値｡ 出所は, 厚生労働省
職業安定局)｡ 
 
図 2 有料職業紹介許可事業者の全国分布 (単位：所) 
 
＊手前から, 平成11年度末事業所数, 16年度末事業所数, 20年度末事業所数 (20年度のみデータ記入) 
出所：日本人材紹介事業協会 (2010) 
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図 2 の通り, 明らかに東京都への立地が突出
しており, 次いで大阪府, 愛知県, 神奈川県, 
福岡県と続き, いずれも大都市への偏在は明ら

































いけば, ｢民活｣ のさらなる拡大が見込まれる｡ 
② 職業紹介サービスにおける民間シェアの拡大 
図 3 は, 最近10年間の ｢官民の職業紹介所｣ 
における各年度の新規求人数及び新規求職者数
並びに就職者数 (紹介の結果) の推移を, 公共
部門 (ハローワーク) と民間部門 (有料職業紹
介事業) との比較においてみたものである5)｡ 
図 3 は, 全職種 (配膳人, 家政婦, マネキンな
どの特殊職種を除く) での推移を見ているが, 
図の通り最新のデータ (平成20 (2008) 年度) で
は, 公共部門 (ハローワーク｡ 図 ｢職安｣) の新
規求人数が457.8万件及び新規求職者数が512.6




る｡ 平成20 (2008) 年は年半ばに ｢リーマン・ 
 
















は概ね, 全体の約 7 分の 2 のシェアを確保して
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事業所 (工場) に併置される ｢精機部｣ や ｢工
機部｣ の熟練職人 (熟練工) や技術スタッフな
ど文字通りの専門技術者もいれば , さらには 
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図 5 の通り, 平成14 (2002) 年から20 (2008) 年





のは, 約10分の 1  (就職者約10万人) に過ぎない 





















成20 (2008) 年度) では, ハローワークの新規求
人数が47.4万件及び新規求職者数が132.7万人, 
就職者数は21.7万人となる一方, 民間部門 (主
に人材紹介ビジネス) の新規求人数は30.8万件,  
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新規求職者数は58.1万人, 就職者数は5.9万人と































られる, 新しく, かつ自由な働きかた｣ として
認知されてきていたからである｡ つまり派遣法
成立以降, 企業の事務職求人ニーズは派遣事業
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販売職の分野における最新のデータ (平成20 










件数ではハローワークの 3 分の 1 以下しかなく, 





































ある｡ つまり, 求職者と求人者の, ｢日雇い派遣｣ 
市場から ｢日雇い紹介｣ 市場への移動である｡ 
⑦ サービス職斡旋サービスにおける民間シェア 
























数は 8 万人, 就職者数は3.4万人となっている｡ 
図 8 の通り, ｢サービスの職業｣ の分野では, 
ハローワークのシェアが圧倒的なものとなって













数は4.7万人, 就職者数は 2 万人となっている｡ 
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表 2 は, 最近10年間の完全失業率と有効求人
倍率の推移をみたものである｡ 表の通り, 2001
～2003年の 3 年間は完全失業率が 5 ％を超え, 
有効求人倍率 (公共職業安定所で取り扱った月
間有効求人数を月間有効求職者数で割ったデー
タ) は全国平均でも, いずれの都道府県でも 1 
倍を下回る構造的失業期となった｡ 
2008年秋の ｢リーマン・ショック｣ 以降, 日本
経済は持続的景気後退期へと突入した｡ 表 2 の通








































ックリスト (求人開拓先リスト) 化することで, 
効率的な ｢営業開拓｣ が可能となるのである｡ 
 
表 2 完全失業率と有効求人倍率の推移 
年 度 完全失業率 有効求人倍率 備 考 (有効求人倍率の状況) 
1999年 4.7％ 0.48倍 全国的に1倍を下回る 
2000年 4.7％ 0.59倍 福井, 山梨, 長野のみ1倍を超える 
2001年 5.0％ 0.59倍 全国的に1倍を下回る 
2002年 5.4％ 0.54倍 全国的に1倍を下回る 
2003年 5.3％ 0.64倍 全国的に1倍を下回る 
2004年 4.7％ 0.83倍 大都市部, 工業地域等は1倍を超える 
2005年 4.4％ 0.95倍 大都市部, 工業地域等は1倍を超える 
2006年 4.1％ 1.06倍 大都市部, 工業地域等は1倍を超える 
2007年 3.9％ 1.04倍 大都市部, 工業地域等は1倍を超える 
2008年 4.0％ 0.88倍 大都市部, 工業地域等は1倍を超える 
2009年 5.1％ 0.47倍 全国的に1倍を下回る 
出所：日本人材紹介事業協会 (2010) 
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② 求人開拓業務における組織的な委託発注 
しかしながら, 構造的失業期以降 (2001年～), 
この求人開拓推進員制度を拡充してきた体制を
持ってしても, 2009年には再び, 有効求人倍率





















































































































必要がある｡ さらに ｢単に忙しくしている (見









表 3 求人の種類と属性・特徴 






●若年ニーズが強く, 中高年や女性など就職弱者の求人は少ない｡  
未遂求人 
●いわゆる ｢厳選採用｣ や ｢ピンポイント求人｣ など採用基準 (求める人材) のハードル
が高く, また選考から採用まで時間を要する｡ 
●いわゆる ｢ないものねだり求人｣ や ｢身の程知らず求人｣ など, 仕事の理解と採用の意
味が曖昧なまま求人活動を行う企業が多い｡ 
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意思を確認し , 求人を受理しているものの , 
様々な理由により採用の合意形成が困難な求
人), ③潜在求人 (求人意思が未確認であるが, 
求人及び採用に至る可能性がある, もしくは高

























間) の能力, さらに言えば, その人間 (担当者) 
の ｢コミュニケーション能力及び, そのコミュ
ニケーションから析出される情報を整理蓄積し










な求人企業情報) のうち, 特に① ｢求人条件変
更状況｣, ② ｢求人条件に係る特記事項｣, ③ 
｢事業所に関する情報｣, ④ ｢未充足・取消理由｣ 
について, その情報記載例を深く分析すること
















































ついて, ①業種, ②企業規模, ③立地, ④求人職
種, ⑤労働条件, ⑥条件緩和の有無, ⑦採用に至
るまでの時間, ⑧使用者と従業者の世代格差, 




ァイル｣ の作成) し, 高リスクと判断されるケ
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機関に委託する ｢民活事業｣ を開始した17)｡ こ




ったが, 表 2 の通りその後の景気回復があり, 
同事業は休止された)｡ 全体スキームのモデル
となったのは英国の ｢エンプロイメントゾー






スの対象は, 上記 5 地域のハローワークがそれ
ぞれリストアップした長期失業者 (失業期間が 




















に提供される求人情報は ｢自主案件｣ つまり, 
受託事業者が独自に開拓した求人に限定され



































の典型的パターンの 1 つでしかない｡ 構造不況
に伴う企業のリストラ, 失業の長期化や地域コ
ミュニティの機能低下を背景に, いわゆる ｢パ
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り合いになっている｣ など29)) がある｡ 
⑥ 地方自治体による雇用サービス事業の拡大
と官官連携 










｢官民連携｣ は, ｢政府・民間連携｣ と ｢地方自














































の ｢あり方｣ の再検討 
以上, 見てきた通り, 2001～03年の構造的失
業を経て以降 (2004年～), 求職者サービス事業







上述の通り, 2009年には再度, 完全失業率が 
5 ％の大台に乗り, また有効求人倍率は再度 , 
全国的に 1 倍を下回った｡ こうした状況下にあ
っては, 求職者サービス事業における民間活用
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とはいえ, これら全てに通じ, 全体を統合管理
する企画調整部門34), 受け付け部門, CS 部門 
(カスタマーサティスファクション：｢顧客満足




















































テスト (職業紹介) においては, ハローワーク
の所内に民間受託事業者が窓口を設置するが, 
｢ハローワークへの来所求職者 (ハローワーク


















① 立場を超えた ｢現場主導のリーダーシップ｣ 
の重要性 



















































実習｣ が加わった｡ これは, 従来から日本の中
小企業等に受け入れを認めてきた ｢外国人研



























































方は ｢官民協力｣ が原則となっている｡ それま
で, 日本の職業紹介サービスは ｢国家独占｣ 原
則によってハローワークを中心に運営されてき
ていたが, 1990年代には様々な法制度改正が行








①民間の人材紹介コンサルタントによる, ハローワーク求人事業所担当職員 (嘱託を含む) 
の業務プロセス分析と再教育 
②求人開拓業務プロセスの質を重視した新たな ｢市場化テスト｣ 評価基準の開発と, それ
を活用した ｢市場化テスト｣ の実施 
③厳格な守秘義務規定に基づく ｢職業紹介リスクプロファイル｣ の官民担当者による共同
作成とプロファイル情報の官民共有化 
④ハローワーク求人開拓業務の (組織的な) 民間委託事業の拡大 














そ の 他 
 
①各地域における, ｢国・地方自治体・民間事業者の三者構成｣ による ｢労働市場サービス
民間委託事業の企画運営に係る会議体｣ の設置, 及び国による同会議体への支援 
②改正入国管理法 (技能実習生の労働法適用) に対応した, ｢民間職業紹介機関を中心とし
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表 2 の通り, 2001～03年, 完全失業率は 5 ％を





れ, 多数の事業が実施された｡ もちろん, それ
まで長く続いた原則が大きく変わった訳である
から, 官民協力事業は様々なロス, ボトルネッ











日本の完全失業率は再び 5 ％を超え, 有効求人
倍率は全国的に 1 倍を下回っている｡ 本来であ

















格好の ｢場｣ に違いない｡ 本稿においては, そ
の場で議論された意見等の集約を念頭に置いて





















 1) ILO 駐日事務所ホームページ (以下) を参照さ
れたい｡ 
  http://www.ilo.org/public/japanese/region/asro/ 
tokyo/standards/st_c181.htm 
 2) 人材ビジネス業界団体の一つである社団法人日
本人材紹介事業協会 (以下, 人材協) は2008～09
年にかけて, 厚生労働省より ｢民間事業者を活用
した施策展開のための調査研究｣ を受託し, 各年 
1 冊の報告書を取りまとめている｡ 筆者は, その
調査研究事業受託に伴いに人材協内に設置された











行っている｡ 詳しくは, 日本人材紹介事業協会 
(2010) を参照されたい｡ 
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 3) 詳しくは, 日本労働研究機構 (1999) を参照さ
れたい｡ 
 4) ここで使用されている図 2 ～ 9 は, いずれも日
本人材紹介事業協会 (2010) 総論部分から引用し
たものである｡ 
 5) 出所は厚生労働省｡ 以下, 図 9 まで同じ｡ 






 7) この調査研究は, 労働政策研究・研修機構が平
成17 (2005) 年度に厚生労働省職業安定局から要





言による (表 1  調査対象 B-1)｡ 
 9) 2008年には, ｢キャリアコンサルティング｣ 職
種が技能検定試験の対象職種となっている｡ キャ




発言による (表 1  調査対象 C-1)｡ 
11) ヒアリング調査における, 地方労働局担当者 
(表 1  調査対象 C-1) 並びに, 地方自治体の職業紹
介受託事業者担当者 (表 1  調査対象 C-3) の発言





介受託事業者担当者 (表 1  調査対象 C-3) の発言
による｡ 
13) ヒアリング調査における, 地方労働局担当者 
(表 1  調査対象 C-1) の発言による｡ 
14) ヒアリング調査における, 地方自治体の職業紹
介受託事業者担当者 (表 1  調査対象 C-3) の発言
による｡ 例えば, ｢カウンセラーの求人に対して, 
資格も経験も全く持たない求職者が面接に訪れ
る｣ など｡ 
15) ヒアリング調査における, 地方労働局担当者 
(表 1  調査対象 A-1) の発言による｡ 
16) 詳しくは, 佐野哲 (2008) を参照されたい｡ 
17) ｢経済財政運営と構造改革に関する基本方針





18) ヒアリング調査における, 地方労働局担当者 
(表 1  調査対象 C-1) の発言による｡ 
19) ヒアリング調査における, 地方自治体の職業紹
介受託事業者担当者 (表 1  調査対象 B-3) の発言
による｡ 
20) ヒアリング調査における, 地方自治体の職業紹





22) ヒアリング調査における, 地方自治体担当者 
(表 1  調査対象 D-2) の発言による｡ 
23) ヒアリング調査においては, 都道府県自治体の
雇用担当課が中心となり, 都道府県の職業紹介担
当 (民間の受託事業者を含む), 障がい者担当, 民
間ボランティア, 求人企業等をネットワークさせ
る試みが報告されている (表 1  調査対象 D-2 の発
言による)｡ 
24) ヒアリング調査における, 地方労働局担当者 
(表 1  調査対象 E-1) の発言による｡ 









介受託事業者担当者 (表 1  調査対象 D-3) の発言
による｡ 
27) ヒアリング調査における, 地方自治体の職業紹
介受託事業者担当者 (表 1  調査対象 A-3) の発言
による｡ 
28) ヒアリング調査において, 地方自治体担当者 






介受託事業者担当者 (表 1  調査対象 D-3, A-3, 
E-3) の発言による｡ 
30) ヒアリング調査における, 地方自治体担当者 
(表 1  調査対象 D-2) の発言による｡ さらに, ここ
では ｢国は全国一律の仕様を求め, それ (特定地
Hosei University Repository
62  民間活力を活かしたハローワーク改革のあり方 
域には不要だが全国標準化のためには必要な仕







発言 (表 1  調査対象 E-2) による｡ さらに, ここ
では ｢都道府県や市町村の職員は, 職場の人事異
動において, 企業局 (企業誘致) や教育委員会 





32) ヒアリング調査における, 地方自治体担当者 
(表 1  調査対象 A-2) の発言による｡ 
33) ヒアリング調査における, 地方労働局担当者 
(表 1  調査対象 E-1), 地方自治体担当者 (同 E-2) 
及び地方自治体の職業紹介受託事業者担当者 (同
E-3) の発言による｡ 
34) ヒアリング調査においては, この点に関して, 
地方自治体の職業紹介受託事業者担当者 (表 1  調






35) ILO 第88号条約 ｢職業安定組織の構成に関する




36) 制度的には, 受け入れ中小企業等における 1 年
の研修期間 (在留資格は ｢研修｣) を経て, その後, 
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